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B.地域産業クラスター計画一覧
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地域未来戦略に関する関係副大臣等会議（第7回） 
9月発表分

対面出席
B計画リスト 2自治体 3件

自治体名 産業領域

茨城県
宇宙機器製造を核とする宇宙産業

脱炭素・資源循環型製品を核とする素材・エネルギー産業

神奈川県 人工衛星・サービス分野を核とする航空宇宙産業



茨城県 宇宙関連分野における地域産業クラスター計画の概要

３．目指す姿（目標） ４．勝ち筋 ５．政策手段

（１）

１．産業領域
 宇宙機器製造を核とする宇宙産業領域

  （宇宙機器・同部分品製造業／電気機械製造業／電子
部品・デバイス製造業／素材・材料製造業／表面処理
／環境試験・検査等）

 

（１）

(1) 目指す姿
○JAXAへの近接性という地理的優
位性と、高度なものづくり企業の集
積を活かし、国内有数の宇宙機
器製造拠点を形成

○ものづくり企業は、「部品加工・受託 
加工」の供給から、「コンポーネント」

供給へ事業領域を拡大

(2) 目標値
○官民設備投資額（億円）
①14.6 ②76 ③132
○付加価値増加額（億円）
①14.5 ②38.6 ③135
○雇用創出数（人）
①81 ②213 ③758

「部品加工・受託加工」から「コンポ-ネント供給」へ。
県内企業の高付加価値化により、宇宙産業のサプライチェーンを強靭化！

つくば地域等 日立・ひたちなか地域等
Before

After

宇宙ベンチャー等の集積

部品供給

ものづくり企業の集積

ニーズ少

コンポ供給

つくば市、日立市、ひたちなか市及びこれらを結ぶ常磐自動車
道・圏央道、常磐線、つくばエクスプレス沿線地域

２．対象エリア

（研究機関、製造企業、宇宙ベンチャーが近接）

(2) ものづくり企業の高度化※により、
宇宙機器のサプライチェーンを
強靭化

(3) 高付加価値な宇宙産業クラス
 ターを形成し、国内外の市場を
獲得

(1) 科学技術の集積とJAXAへの近接
という強みを活かし、宇宙ベン
チャー等の集積を加速

※「部品加工・受託加工」の供給から、
「コンポーネント」での供給に転換

機能・コンポーネント
（リアクションホイール、スラスタ、
バッテリ、アンテナ など）ニーズ多

(2) 県内ものづくり企業に対し、マッチン
グ等による技術力の向上、ベンチャー
企業等の課題解決に向け専門家に
よる仲介・受注までを伴走支援

(3) 県機関や企業における試験・評
価設備の導入を促進し、設計・
試作・試験・評価までを一貫して
対応できる製造能力を強化

(1) 宇宙ベンチャーに対し、専門家の
  伴走支援を実施
 →サプライチェーン上の課題、調達ニーズの
課題解決及び県内企業とのマッチングを推進

※①2030単年度、②5年累計、
 ③10年累計
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株式会社ワープスペース 株式会社Pale Blue
スペースエントリー株式会社 株式会社菊池精機
スターエンジニアリング株式会社 大塚セラミックス株式会社
株式会社SIJテクノロジ 株式会社シバソク

など 県内企業等 計78社

核となる事業者

茨城県 宇宙関連分野における地域産業クラスター計画の概要

株式会社ワープスペース
【光通信モデム（イメージ）】

超小型衛星構体
（菊池精機）

株式会社ワープスペース

大塚セラミックス株式会社

小型電気推進機
（ｽﾀｰｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ、
大塚ｾﾗﾐｯｸｽ）

パッチアレーアンテナ
（SIJﾃｸﾉﾛｼﾞ、ｼﾊﾞｿｸ）

リアクションホイール
（ｽﾀｰｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ）

県産業技術イノベーションセンターと県内企業による
機能製品（コンポーネント）開発

株式会社Pale Blue

水戸市

日立市

土浦市

石岡市
結城市

龍ケ崎市

下妻市

常総市

高萩市

北茨城市

笠間市

取手市

牛久市

つくば市

鹿嶋市

潮来市守谷市

常陸大宮市

那珂市

筑西市

坂東市

稲敷市

桜川市

神栖市

鉾田市

つくばみらい市

小美玉市

茨城町

城里町

大子町

阿見町

河内町

八千代町

五霞町 境町

古河市

常陸太田市

ひたちなか市

かすみがうら市
行方市

大洗町

東海村

美浦村

利根町

スペースエントリー株式会社

スターエンジニアリング株式会社

株式会社菊池精機

株式会社SIJテクノロジ

株式会社シバソク
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３．目指す姿（目標） ４．勝ち筋 ５．政策手段

１．産業領域
脱炭素・資源循環型製品を核とする素材・エネルギー
産業領域
《石油精製、石油化学、製鉄、発電 等》

２．対象エリア
鹿島臨海工業地帯など本県臨海部の産業集積エリア
《鹿嶋市、神栖市、大洗町、ひたちなか市、東海村、日立市》

(1)県独自の「カーボンニュートラル
産業拠点創出推進基金(200
億円)」など、モデル構築から社
会実装までの一貫した支援制
度を活かし、企業等の設備投
資を本県へ積極的に呼び込み

(2)企業等とテーマ別に官民ワー
キンググループを組成し、プロ
ジェクトの実現に向け伴走支援
を実施

(1)目指す姿 
○「クリーンエネルギー」と「グリーンケミカル」
により、原料・燃料の双方をクリーン化し、
日本をリードするGX産業拠点を創出

○ナフサからの原料転換により、国際情勢の
影響を受けづらく、供給安定性の高い生
産拠点に転換

(2)目標値
○官民設備投資額
①100億円②500億円③1,000億円
○付加価値増加額
①68億円②176億円③712億円
○雇用創出数
①192人②499人③2,016人

(1)クリーンエネルギー供給拠点の創出
○重要港湾(茨城港・鹿島港)を活かし
臨海部に供給拠点を構築

○製鉄・化学などの素材産業において
重点的にエネルギー転換を実現

(2)グリーンケミカル拠点の創出
○リサイクル・バイオマス・CCUなど多角的
アプローチでナフサ転換を先行して推進

○川上から川下まで一体的に取組を
推進し、競争力の高い化学品生産
拠点を他地域に先駆けて形成

クリーンエネルギー拠点

グリーンケミカル拠点

 水素・アンモニア供給
 企業のエネルギー転換
※クリーンエネルギーの輸入から、
将来的には高温ガス炉による国
産水素供給を実現

 原油由来ナフサから既存国
内資源へ原料転換

 コンビナート一体の取組によ
り競争力の高い化学品生
産拠点を形成

バイオマス・
リサイクル原料
広域供給網

クラスター
形成エリア

輸入船

高温ガス炉

競争力の高い
グリーン製品を
国内外に供給

HTGR

CO2
原料化

※①2030単年度
②5年累計 ③10年累計

茨城県 カーボンニュートラル産業拠点創出に向けた地域産業クラスター計画の概要
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鹿島石油㈱ 三菱ケミカル㈱ AGC㈱
三菱ガス化学㈱ 日本製鉄㈱ ㈱JERA
鹿島北共同発電㈱ 鹿島南共同発電㈱ ㈱日立製作所

以上9社

核となる事業者

日立製作所

大洗地区
（大洗町）

茨城県 カーボンニュートラル産業拠点創出に向けた地域産業クラスター計画の概要

鹿島地区（鹿嶋市、神栖市）※拡大図

ひたちなか地区（ひたちなか市、東海村）

日立地区
（日立市）

● JERA
常陸那珂火力発電所

茨城港（常陸那珂港区）と
周辺の産業集積

鹿島港と周辺の産業集積

茨城港（常陸那珂港区）

茨城港（日立港区）

茨城港（大洗港区）

鹿島港

●日本製鉄
●
鹿
島
石
油

●
三
菱
ケ
ミ
カ
ル

●
鹿
島
北
共
同
発
電

●
三菱ガス化学
●

AGC

JERA鹿島
火力発電所

●

鹿
島
南

●
共
同
発
電

【日立・ひたちなか地区】
日立グループや協力企業を
中心に国内有数の電気機械
産業集積地として発展
極めて高度な技術力を誇る
1000社超がものづくりの産
業基盤を形成

【鹿島地区】
鉄鋼、石油精製、石油化学、飼料、木材など
素材産業中心に約190社が立地
製造品出荷額は約2兆円（県内の約2割）、就
業者数は2万人 7



神奈川

 神奈川県 人工衛星・サービス分野における地域産業クラスター計画の概要

３．目指す姿（目標） ４．勝ち筋 ５．政策手段
（１）現状の整理
○神奈川県には、すでに、宇宙航空研究開発機構（JAXA）宇宙科学研究所
（相模原）、三菱電機相模工場（同）・鎌倉製作所（鎌倉）、NEC／NEC
スペーステクノロジー相模原事業所（相模原）、Synspectiveヤマトテクノ
ロジーセンター（大和）等、大型から小型に至る衛星等の研究開発・製造
拠点が多数立地

○さらに、アイネット（横浜）、オービタルエンジニアリング（同）、三技協グループ
（同）、スカパーJSAT（横浜衛星管制センター（同））、日本飛行機
（同）、HIREC（川崎）、由紀精密（茅ヶ崎）等、衛星等向けの部品・素材の
供給、設計・検査・運用等を担う先端技術企業・拠点群が集積

（２）目指すべき目標
○強みである衛星・サービス分野について、産業エコシステム構築、サプライ
チェーン強靱化等により、世界的な「ゲームチェンジ」（小型・量産化）に対応。
今後の市場成長を取り込み、産業基盤の自立性・自律性を確保

○政府が掲げる市場規模の拡大目標（宇宙機器産業：2030年に2020年比
約171％等）を、関連産業の集積地である神奈川から達成・貢献

○2030年度目標（KGI）：①官民設備投資額170億円（うち30年度37
億円）、②付加価値増加額167億円、③従業者増加数（産業人材育成
目標数）311名

（３）設定の根拠
○「宇宙基本計画」（令和５年６月13日閣議決定）、「宇宙基本計画工程表
改訂に向けた重点事項」（令和８年６月12日宇宙開発戦略本部） 等

（１）基本戦略
○神奈川の「勝ち筋」である衛星・サービス
分野に重点
①産業エコシステム構築のため、ネットワーク

形成を促進。他の産業分野の集積も
活かして、オープンイノベーションを実現

②サプライチェーン強靱化に向けた投資
促進

③「利用者本位」を徹底しつつ、衛星・
衛星データ活用の好事例を模索

（２）投資の具体像
○すでに公表されている大型投資
◆三菱電機によるオープンイノベーション拠点

「湘南スペースパーク」構想：神奈川県
南部に衛星の試作・試験・管制等のための
共有設備を備えた「開かれた拠点」を新設

（３）地域へのインパクト・目指す姿
○神奈川の企業・事業所が、人工衛星・
サービス分野を中心に、高い成長が見込
まれる航空宇宙産業に目を向けていくこと
は、地域の経済活動の多様性を維持し、
レジリエンスを高める上でも有意義

１．産業領域 人工衛星・サービス 分野を核とする航空宇宙産業
※１ 政府「戦略17分野」：航空・宇宙（「主要な製品・技術等」：人工衛星・サービス）
※２ 関連する産業分類の例：輸送用機械器具製造業、情報サービス業、技術サービス業等

２．対象エリア 横浜・川崎・相模原・鎌倉・藤沢・茅ヶ崎・大和を
核とするエリア

※３ 県内には、既に、以下の各欄記載のとおり、核となる企業・事業所が集積しており、今後の
航空宇宙産業の市場成長を取り込む素地 神奈川には、人工衛星・サービスのステークホルダーが集積 ⇒ 「強み」を活かし、産業基盤を抜本強化

（１）投資促進に向けた課題
○衛星を巡る「ゲームチェンジ」（小型・量産化）

に対応
○産業基盤の自立性・自律性を確保

（２）政策パッケージ
①ネットワーク形成促進（産業エコシステム構築）

産業・学術・金融・人材の集積を活かし、
ネットワーク形成を強力に促進
◇オープンイノベーション拠点「スペースヴィレッジ」
／振動試験設備の整備・運営【県】

◇衛星コンポ・アーキテクチャに関する連携体
制構築【県】 等

（参考）民間オープンイノベーション拠点「湘南
スペースパーク」構想【三菱電機】

②投資促進（サプライチェーン強靱化）

政府・県施策をプッシュ型で周知するなど、
各種支援措置の活用を強力に後押し
◇大規模成長投資補助金【政府】
◇中小企業新事業進出補助金【政府】
◇誘致施策「セレクト神奈川NEXT」【県】 等

③衛星・衛星データ活用
◇衛星データに関する連携体制構築【県】 等

ベトナム／諸外国 政府

衛星等先端技術サプライヤー
（部品・素材、設計・検査・運用等）

首都圏の充実した交通ネットワーク
都心も海外（羽田・成田）も「すぐ近く」

宇宙戦略基金など

開発製造の高いポテンシャル・人材
他の産業分野の拠点も集積

有識者も「往来」
施策の一体性・整合性

神奈川が
培ってきた交流

衛星等完成品メーカー
（著名な衛星等の製造実績多数）

JAXA相模原
（衛星等の開発・運用）

衛星スタートアップ
（小型衛星の量産・ソリューション）
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■神奈川県

⑩NEC／NECスペーステクノロジー相模原事業所（相模原）
②アイネット
（横浜）

⑤日本飛行機
（横浜）

④由紀精密
（茅ヶ崎）

⑧三菱電機相模工場（相模原）

⑦三菱電機鎌倉製作所（鎌倉）

⑪宇宙航空研究開発機構（JAXA）宇宙科学研究所（相模原）

⑨Synspectiveヤマトテクノロジーセンター（大和）
①オービタルエンジ
ニアリング（横浜）

測位衛星「みちびき」

小惑星探査機「はやぶさ２」管制室

データセンター

スペースチャンバ

宇宙機用太陽電池パネル

宇宙機用ヒートパイプパネル

小型SAR衛星「StriX」宇宙機用MLI
（多層断熱材）

⑫スカパーJSAT横浜衛星管制センター（横浜）

分離スプリング

水星探査機「みお」磁力計宇宙機用高精度部品に
対応した複合加工設備

③HIREC
（川崎）

宇宙機用MPU
（マイクロプロセッサ）

⑥三技協グループ
（横浜）

川崎

横浜

鎌倉茅ケ崎

藤沢

大和

相模原

 神奈川県 人工衛星・サービス分野における地域産業クラスター計画の概要
（参考図表）

※多くの衛星・探査機が開発・製造
されてきた神奈川県には、ほかにも
核となる企業・事業所が多数所在。

❶❷❺
❻⓬

❼

❽❿⓫

❾

❸

❹

9



B.地域産業クラスター計画一覧

10

地域未来戦略に関する関係副大臣等会議（第7回） 
9月発表分

オンライン出席
B計画リスト 5自治体 7件

自治体名 産業領域

岩手県
半導体製造、半導体製造装置製造を核とした半導体関連産業
モビリティ産業への変革を目指す自動車関連産業

栃木県 航空機製品を核とする航空宇宙産業

奈良県 創薬及びヘルスケアの成長分野を支える医薬品製造・製剤機器製造企業を核とする産業
島根県 鉄鋼業、輸送用機械器具製造業、生産用機械器具製造業 など

愛媛県

次世代船舶(環境負荷低減船舶)、舶用機器、洋上風力発電等関連部材、電装・制御、保守管理等を核と
する海洋関連産業

水産加工流通業（食料品製造業、農畜産物・水産物卸売業）、魚類養殖業（水産養殖業）、運輸業
（道路貨物運送業、水運業）
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岩手県 半導体分野における地域産業クラスター計画の概要

３．目指す姿（目標） ４．勝ち筋 ５．政策手段

（１）

１．産業領域
半導体製造、半導体製造装置製造を核とした
半導体関連産業

２．対象エリア
北上市、奥州市、金ケ崎町、花巻市、一関市、
遠野市など、北上川バレープロジェクトに関わる区域

（１）

⑴ 民間設備投資の促進
・ 中核企業をはじめとする設備投資
・ 製造工程自動化、産業用ロボット活用に
関する設備投資
・ 産業用地の造成

⑵ 専門人材、次世代人材の育成
・ 製造工程自動化、産業用ロボット活用や
半導体製造装置に関する発展的な研修を
目的とした人材育成施設・研修環境の整
備
・ 半導体関連産業の普及・就業促進
・ 産業支援機関等による基盤技術・知財・
人材支援

（１）官民設備投資額
2036年までに
約１兆2,720億円

（２）付加価値創出額
2036年までに
1,656億円増加

（３）産業人材育成数
2036年までに3,220人

⑴ 投資の促進
 ・ 重点支援企業を核とした旺盛な半導体
需要に対応できる生産設備への投資

 ・ 投資の受け皿となる産業団地の整備
⑵ 生産効率の向上
 ・ 製造工程の自動化、産業用ロボットの
活用

⑶ 専門人材の育成
I-SPARKを核とした高度人材・次

世代人材の育成
 ・ 製造工程自動化、産業用ロボット活用
に関する専門人材の育成

 ・ 次世代半導体関連人材(未来の半導体
産業を担う小中高大学生)の育成

12



【岩手県】半導体分野における地域産業クラスター計画の企業所在地

花巻市
㈱アイオー精密

北上市
キオクシア岩手㈱
㈱ジャパンセミコンダクター
東北精密㈱
㈱WING

奥州市
㈱ミズサワセミコンダクタ
㈱千田精密工業
東京エレクトロン テクノロジーソリュ
ーションズ㈱

金ケ崎町
㈱デンソー岩手

一関市
㈱長島製作所

遠野市
㈱ワイ・デー・ケー

計画推進の核となる企業

・㈱アイオー精密
・キオクシア岩手㈱
・㈱ジャパンセミコンダクター
・東北精密㈱
・㈱WING
・㈱ミズサワセミコンダクタ
・㈱千田精密工業
・㈱デンソー岩手
・㈱長島製作所
・㈱ワイ・デー・ケー
・東京エレクトロン テクノロジー
ソリューションズ㈱

計 11者

岩手県 半導体分野における地域産業クラスター計画の概要
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岩手県 自動車関連分野における地域産業クラスター計画の概要

３．目指す姿（目標） ４．勝ち筋 ５．政策手段

（１）

１．産業領域
モビリティ産業への変革を目指す自動車関連産業

２．対象エリア
金ケ崎町、北上市、奥州市、一関市、花巻市、平泉
町など、北上川バレープロジェクトに関わる区域

イメージ図

（１）

⑴ モビリティ産業への変革対応の促進
・ 電動化、GX、AXへの対応に伴う設備投資、
人材育成の支援
・ 産学官連携による次世代自動車技術及び
異業種と企業のマッチング推進、共同研究、人
材育成等の推進
・ 交通空白地域での自動運転等、社会課題
 に対応した新たなクルマづくり支援
・ モータースポーツを起点としたクルマファンの裾
 野拡大及び産学官連携強化

  ・ 産業支援機関等による企業と連携した人材
育成等の支援

⑵ DX化、AI活用の促進等
・ 企業連携によるAI活用人材育成の支援
・ 省人化や省力化を目的とした設備投資支援

国内有数の生産拠点として、SCの質的強
化により産業構造の変化に対応し、新たな価
値を生み出し続ける自動車産業クラスターを
形成

【必須KGI】
① 官民設備投資額 約108億円

（2036年度）
② 付加価値増加額 約455億円

（2036年度）
③ 産業人材育成数 1,650人

（2036年度）

⑴ 完成車の生産拠点としてのSCの研鑽
長年、高品質な完成車の生産拠点を支えて
きたSCについて、電動化、水素やバイオ燃料等
の新技術への対応などの支援を強化
⑵ 高付加価値化の実現
地場企業の品質向上、AI活用やDX推進に
よる生産性向上を強力に支援
⑶ 新たな価値創出の推進
移動の楽しさづくり、クルマファンの拡大などの
新たな価値創出、地域の課題とモビリティの融
合の推進
⑷ 自動車協議会を核としたクラスター強化
・ 自動車関連産業集積促進協議会
（395会員）による取引拡大・人材育成
➤ 将来の完成車生産台数拡大等に対応
できるSCの構築 14



【岩手県】自動車関連分野における地域産業クラスター計画の企業所在地

北上市
トヨタ紡織東北㈱
東北小島㈱
㈱マルヤス・セキソー東北

金ケ崎町
トヨタ自動車東日本㈱
㈱デンソー岩手
アイシン東北㈱
HOWA岩手㈱
豊田合成東日本㈱

一関市
ハヤテレ東北㈱

平泉町
㈱フタバ平泉

計画推進の核となる企業

・トヨタ自動車東日本㈱
・㈱デンソー岩手
・アイシン東北㈱
・トヨタ紡織東北㈱
・㈱フタバ平泉
・東北小島㈱
・ハヤテレ東北㈱
・HOWA岩手㈱
・㈱マルヤス・セキソー東北
・豊田合成東日本㈱

計 10者

岩手県 自動車関連分野における地域産業クラスター計画の概要
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栃木県 航空宇宙分野における地域産業クラスター計画の概要

３．目指す姿（目標） ４．勝ち筋 ５．政策手段

（１）

１．産業領域
航空機製品を核とする航空宇宙産業領域
＜特定の理由＞

県内には大手重工のほか、航空機のエンジンや装備品、材料等に
係るサプライヤーも立地するなど、国内有数の航空宇宙産業の集積
がある。本計画の推進により、更なる地域経済の成長・発展が見込
める。

２．対象エリア
とちぎ航空宇宙産業振興協議会の顧問・幹事が立地
する県内９市町
※宇都宮市、足利市、鹿沼市、小山市、真岡市、大田原市、さくら市、塩谷町、那須町

（１）

（１）投資促進に向けた課題
●巨額投資・長期回収を要する産業
構造であるため、参入障壁が高い。
●中小企業・ベンチャーにおける資
金・技術面（国際認証取得等）
で制約がある。
●国際競争激化に伴い、産業全体
での競争力強化の必要がある。

（２）講じるべき政策パッケージ
●ネットワーク形成支援
●情報発信
●人材育成・確保支援
●製品開発・技術開発支援
●販路開拓支援
●企業立地支援
●経済安保への対応を契機とした産業
成長支援
●経営基盤強化・変革支援

（１）現状の整理
●航空宇宙関連企業には、コスト低減と
高付加価値化の両立が求められている。
●長期的な需要拡大予測を背景に、
将来的な増産や新分野展開を見据
えた持続的な成長基盤の構築が重
要となっている。

（２）目指すべき目標
①官民設備投資額
10年後までに1,500億円
②付加価値額（2022年→2032年）
4,931億円 → 6,823億円
③産業人材育成数
10年後までに1,000人

（１）基本戦略
●高付加価値部品分野の受注拡大
を図る。
●工程DXによる高効率生産を図る。
●グリーン調達への適合を進める。
●宇宙分野への展開を促進する。

（２）目指すべき姿
●大手重工を中核に県内企業群が加
工・検査等の各工程を担うことで、一
貫生産体制の高度化を実現する。
●自動化・デジタル化の推進による効率化
とともに、グリーン調達への対応を進める。
●宇宙分野への供給機能を強化する。 16



栃木県 航空宇宙分野における地域産業クラスター計画の概要

日光市

那須塩原市

那須町

大田原市

那珂川町

那須烏山市

茂
木
町

市
貝
町

益子町

芳賀町

上三川町

宇都宮市
高根沢町

鹿沼市

壬生町

足利市

矢板市塩谷町

さくら市

小山市

栃木市

野木町

 下野市

佐野市

真岡市

㈱神戸製鋼所

㈱三洋製作所

㈱UACJ

㈱サンテクノロジー

足利大学

㈱SUBARU
航空宇宙カンパニー

宇都宮大学

帝京大学

富士通㈱

東京計器㈱

櫻護謨㈱

神和アルミ工業㈱

東都工業㈱

エーシーエム栃木㈱

AeroEdge㈱ 小山工業高等専門学校

関東職業能力開発大学校

㈱ＳＵＢＡＲＵ 航空宇宙カンパニー
富士通㈱
東京計器㈱
㈱ＵＡＣＪ
㈱神戸製鋼所

ほか 計１７者

核となる事業者

三次元座標測定器（AeroEdge株式会社）

マシニングセンタ（AeroEdge株式会社）
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奈良県 「医薬品等製造」分野における地域産業クラスター計画の概要

３．目指す姿（目標） ４．勝ち筋 ５．政策手段

１．産業領域
 創薬及びヘルスケアの成長分野を支える医薬
品製造･製剤機器製造企業を核とする産業領域

２．対象エリア
 本県の特徴
 ・漢方薬の原料となる生薬の独自の栽培技術を保持
 ・地場産業として生薬を軸とした製薬会社が数多く存在
 ・県施策として生薬の供給拡大、薬効・品質研究、製品化、販路拡大等に取組み、

 官民連携による健康産業育成の素地がある
  計画推進の核となる企業

 関連業種の集積･拡大と企業間連携を進め、高付
加価値化･生産性向上、人材育成、交通インフラ
の整備･活用を通じ、医薬品製造分野クラスター
の競争力を高める。

医薬品等製造分野

計画期間：R9年度～R13年度
県が目指すべき目標（KGI）

現状の課題 政策手段

サプライチェーン強化
・企業間マッチングの情報不足

・県内企業ポテンシャル調査実施
・県内企業マッチングの実施
・県内生産能力向上支援

事業環境整備
・工場用地の不足
・生産性向上に向けた成長投資、
機器更新投資等の負担軽減

・各企業の課題に応じた伴走支援体制の
構築

・成長投資促進のための補助金や税制・
金融支援の活用

技術開発･海外展開推進
・新製品･新技術開発
・海外展開の推進

・産官学連携による技術支援
・海外展開・販路拡大支援

産業人材の育成確保
・若年層および理系人材の育成 
・人材の確保･定着

・教育･経済団体等との連携による企
業ニーズに応じた人材育成

インフラ整備
・幹線道路等整備の推進活用

・京奈和自動車道等の幹線道路等整備の
推進･活用による物流立地競争力の基
盤整備の推進

県内
製造業全体

うち医薬品
等

化学製品
製造品
出荷総額 2兆226億円 1,438億円

（7.1%）
付加
価値額 6,896億円 389億円

（5.6%）

従業員数 60,748人 4,051人
（6.7%）

北和地域、中和地域及び南和地域

官民設備
投資額

累計   72.1億円
目標年度  14.4億円

付加価値
増加額

累計         12.8億円
目標年度    2.6億円

産業人材
育成数

累計          6,360人
目標年度   1,272人

② 生産基盤の高度化、生産性向上

① サプライチェーン強化

④ 人材の育成および確保･定着

⑤ 道路網等の幹線インフラの整備活用

自動化･省人化･DX対応、工場・設備の整備

企業ニーズに対応した理系人材等育成

京奈和自動車道、西名阪自動車道、名阪国道等

令和６年経済構造実態調査より

企業名 製造分野 特定理由 所在地

クオリカプス
株式会社

ハードカプセル、
製剤機器製造

ハードカプセル製造で国内No.1、グローバルで
もトップシェア。原料調達、製品開発、製造、出
荷、品質保証までを担う外需獲得型企業。条件を
満たす県内企業については、取引参入余地あり

大和郡山市

大峰堂薬品工業
株式会社 漢方製剤

漢方薬のOEM分野で高い競争力を有し、医療用
漢方内服錠剤国内トップシェアの高成長企業。
天然成分の抽出・精製、高度な製剤技術等を強み
とし、成長戦略と大規模投資方針が明確な企業

大和高田市

企業情報可視化､原料供給～製造･販路拡大の体制整備

③ 技術力育成支援
企業ニーズに対応した技術力の段階的育成

18



・クオリカプス株式会社
・大峰堂薬品工業株式会社

計２者
   関連企業及びその構成企業等を含めると計２０９者

【 】臨界抽出プラント装置

奈良県 「医薬品等製造」分野における地域産業クラスター計画の概要

核となる企業

【医薬品】

核となる企業
関連企業
公設試験研究機関

クオリカプス株式会社 【製剤機械 】 【製剤機械 】

大峰堂薬品工業株式会社

クオリカプス株式会社
（本社、いまご事業所）

大峰堂薬品工業株式会社
（本社･本社工場）

大峰堂薬品工業株式会社
（奈良工場）

19



島根県 特殊鋼を核とした地域産業クラスター計画の概要

３．目指す姿（目標） ４．勝ち筋 ５．政策手段
（１）現状の整理
・旅客需要の2044年までの年平均成長率は
3.6%と成長が見込まれているほか、脱炭素
化・カーボンニュートラルの進展により、更なる
高効率モーターの開発が求められている。
・県内企業が行う航空機分野での大規模投
資や高効率モーターの需要増にあわせ、地域
内関連企業の強化にも取り組む必要がある。
・次世代たたらプロジェクトを始めとした産学官
金での取組が加速。

（２）目指すべき目標
・計画に関連する官民設備投資額
令和18年度までに462億円
・計画に関連する企業の付加価値額
令和13年度までに+15%増
・計画に関連する人材育成数
令和13年度までに200名（累計）

（１）基本戦略
・県内企業が行う航空機、エネルギー分野の大規
模投資や高効率モーターの需要増に対応する地
域内サプライチェーン強靭化
（生産増による付加価値の県外流出抑制）

（２）取組の具体像
・航空機、エネルギー、モーター関連需要を地域内
で取り込むための生産体制強化
（成長分野における国内随一の生産- 加工-
 評価拠点化）
・島根大学、産業技術センター等と連携した研究
開発力の強化と高度専門人材育成・県内定着
の好循環の創出

１．産業領域
鉄鋼業、輸送用機械器具製造業、
生産用機械器具製造業 など

<特定理由>本県は、今後成長が見込まれる航空機、エネルギー、モーター
分野において重要な工程を担う特殊鋼産業クラスターが形成されている。
特殊鋼関連企業を含む鉄鋼業は県内製造業の付加価値額・従業員数の
約１割を占める重要な集積産業であるが、地域内での更なる持続的な成長
が見込まれている。

２．対象エリア
安来市、松江市、出雲市

６．重点支援企業群
・出雲造機㈱ ・㈱ナカサ ・㈱ファデコ ・㈱プロテリアルプレシジョン ・㈱守谷刃物研究所
・㈱キグチテクニクス ・秦精工㈱ ・㈱プロテリアル  ・㈱MAKATA ・㈱𠮷𠮷川製作所

（１）取組に向けた課題
○地域内サプライチェーン強靭化(生産強化)
・関連企業の大規模投資に向けた資金調達
・特殊鋼特有の製造プロセスの高度化、生産
効率化に向けた取組
・高効率モーター市場の獲得と量産加工技術
の確立
○人材育成
・特殊鋼製造、機械加工、品質保証等におけ
る専門人材の育成

（２）講じる政策パッケージ
・企業の生産体制強化に向けた取組を支援
・国の大規模投資補助金等の活用に向けた企
業の事業計画策定の取組を支援
・島根大学等と連携した研究開発、人材育成
事業の実施

行政

伴走支援

島根大学
産業技術センター

等

研究開発
人材育成
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株式会社プロテリアル
株式会社キグチテクニクス
秦精工株式会社
株式会社守谷刃物研究所

ほか 計１０社

核となる事業者

プロテリアル【高級特殊鋼素材製造】

島根県 特殊鋼を核とした地域産業クラスター計画の概要

キグチテクニクス【材料試験】

秦精工、守谷刃物研究所【特殊鋼加工】
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愛媛県 海洋関連産業分野における地域産業クラスター計画の概要

３．目指す姿（目標） ４．勝ち筋 ５．政策手段

１．産業領域

２．対象エリア

次世代船舶(環境負荷低減船舶)、舶用機器、洋上風力発電等関連
部材、電装・制御、保守管理等を核とする海洋関連産業領域
〈特定理由〉
本県には、国内屈指の造船・舶用産業と、金属加工、大型製缶、電気・制御
等の高い技術を有する企業が集積しており、次世代船舶(環境負荷低減船舶)への
対応や洋上風力発電関連分野への展開を通じた県外需要の獲得と県内企業
への波及が見込まれる。

今治市、上島町、新居浜市、西条市及び四国中央市を中心とする
東予地域の臨海部
(松山市、松前町、八幡浜市、宇和島市は、人材育成・研究開発、舶用機器
 製造、中小型船舶の建造・修繕等の機能を有する連携拠点)

（1）現状
●今治市・上島町を中心に、国内屈指の造船・舶用
産業が集積
●次世代船舶(環境負荷低減船舶)への対応、生産性
向上、人材確保、サプライチェーン強靱化が課題
●中核企業による需要・設備投資を、県内企業の
受注等へ波及させる仕組みの構築が課題

（2）目指すべき目標
➀ 官民設備投資額
  計画期間最終年度 年間 100億円、
  計画期間 累計 500億円、10年以内 累計 750億円程度
② 付加価値増加額 (単年度)
  計画期間最終年度 30億円、10年以内 45億円程度
③ 産業人材育成数 (年間)
  計画期間最終年度 310人、10年以内 350人程度
（3）設定の根拠
➀ 把握済みの民間設備投資や今後の設備投資案件
  の形成見込みを基に設定

② 設備投資案件による直接付加価値創出効果に、
  県内企業への仕入・調達、共同開発・共同受注等
  による波及効果を加味して設定

③ 教育機関、企業内研修、外国人材向け研修等の
  取組を基に設定

（4）効果検証
●KPIを原則半期ごとに確認し、年度ごとに評価
進捗状況に応じて施策内容や推進体制等を見直し

（1）基本戦略
●主要造船企業等による次世代船舶(環境負荷低減
船舶)等の県外需要の獲得・設備投資を起点に、県
内企業の受注、共同開発、設備投資へ波及
●人材育成・確保や港湾・物流等の事業環境整備・
調整により、次世代船舶等の建造・供給基盤を強化
●造船・舶用技術を生かし、洋上風力発電関連産業
等の新たな市場へ展開

（2）投資の具体像
●官民設備投資額は、計画期間累計500億円、10
年以内累計750億円程度を見込む
●民間では、ドック・艤装岸壁、製造設備、電装・制御
設備、検査・計測設備、DX関連設備、社員寮・社宅
等の人材確保・定着に資する施設への投資を想定
●官では、港湾・物流等の基盤的インフラ、人材育成・
研究開発拠点、実証環境等の施設・設備整備を
想定

（3）地域へのインパクト、目指すべき姿
●県内でより多くの付加価値が生み出される海洋関連
産業クラスターを形成
●県内サプライチェーンの強靱化と海洋関連産業の
持続的な成長につなげる

（1）投資促進に向けた課題
●次世代船舶(環境負荷低減船舶)対応や生産性向上
に必要な設備投資負担
●人材不足、技能継承、ＤＸ・ＧＸ人材の育成
●県内企業への受注波及の仕組み構築、港湾・物流
・産業用地等の制約への対応
●洋上風力発電関連分野への参入に向けた情報不
足、技術・実績・投資面のハードル

（2）政策パッケージ
① 中核企業等への伴走支援体制の構築
② 次世代船舶(環境負荷低減船舶)の建造・供給基盤
の強化

③ 県内ものづくり企業群への波及・需要獲得促進
④ 研究開発・社会実装と高度専門人材育成の一体
的推進

⑤ 港湾・物流・産業インフラの整備・調整
⑥ 造船・舶用技術を生かした洋上風力発電関連産
業への参入支援

⑦ 若年人材・外国人材の確保・定着
⑧ 支援機関・金融機関と連携した実行管理
（3）KPI及びKPI未達時の撤退基準の設定
●官民設備投資計画額、直接付加価値創出見込額、
産業人材育成数をKPIとして年度別目標を設定
●2年度連続で年度別目標の概ね6割を下回る場合は取
組を再構築し、改善が見込めなければ継続の適否を判断22



愛媛県 海洋関連産業分野における地域産業クラスター計画の概要

今治市

西条市

新居浜市
四国中央市

松山市

松前町

八幡浜市

宇和島市

上島町

愛媛県

今治造船株式会社(今治市)
株式会社新来島どっく(今治市)
浅川造船株式会社(今治市)
イワキテック株式会社(上島町)
ＢＥＭＡＣ株式会社(今治市)
三浦工業株式会社(松山市)
住友重機械搬送システム株式会社(新居浜市)

       ほか20者(計27者)

核となる事業者

今治造船㈱【船舶建造量国内最大】 ㈱新来島どっく【大型LNG燃料自動車運搬船】

住友重機械搬送システム㈱【大型搬送クレーン】ＢＥＭＡＣ㈱【舶用配電盤・監視盤】

計画推進の核となる企業の県内主要拠点
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官民投資により魚類養殖業の持続的な
成長産業化を図る。
投資額及び目標額
①官民設備投資額

生産拡大及び輸出等に係る施設整備
  令和13年度までに221億円

②付加価値増加額
令和13年度までに16億円増
令和18年度までに49億円増

  （ブリ出荷尾数50万尾増など）
③輸出額

令和13年度までに14億円増
    令和18年度までに46億円増
④産業人材育成数

令和18年度までに新規就業者を
412人確保

愛媛県 魚類養殖関連産業分野における地域産業クラスター計画の概要

３．目指す姿（目標） ４．勝ち筋 ５．政策手段

１．産業領域
水産加工流通業（食料品製造業、農畜産物・水産物卸売業）
魚類養殖業（水産養殖業）
運輸業（道路貨物運送業、水運業）

２．対象エリア
 （１）特にクラスター形成の核となる区域
宇和海の沿海市町（西予市、宇和島市、愛南町）

 （２）計画推進の核となる企業
    加工流通業者、
魚類養殖業者、活魚運搬業者

①愛育フィッシュの生産拡大 
ア 漁場利用の拡大
・大型生簀、浮沈式生簀などの導入支援   

イ 養殖システムの高度化
・自動航行給餌船、ＡＩ給餌機、自動網洗
・い機、自動カウント機などの機器類の整備

②養殖業を支える人材確保
・漁具などの必要経費の一部助成
・外国人労働者の確保・育成

③輸出拡大
・冷凍・冷蔵施設及び加工施設の整備
・活魚運搬船や活魚トラックなど導入費用の

    ・支援
④試験研究の高度化

・ブリの人工種苗や新魚種開発等に係る生産
・施設、機器類の整備・機能強化

輸出に取り組む加工流通業者を核と
して、輸出向け新規漁場の開発や養
殖システムの高度化、人材確保などに
取り組むことで、成長産業化を実現す
る。
基本戦略
①愛育フィッシュの生産拡大
 ア 漁場利用の拡大
 イ 養殖システムの高度化

②養殖業を支える人材の確保
③輸出拡大
④試験研究の高度化
 ア ブリの人工種苗の生産
 イ 新魚種等の開発
 ウ 試験研究機関の機能強化
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核となる事業者

【水産加工流通業】㈱宇和島プロジェクトほか

愛媛県 魚類養殖関連産業分野における地域産業クラスター計画の概要

水産加工流通業者
イヨスイ㈱、㈱宇和島プロジェクトほか８者

魚類養殖業者
赤坂水産㈲、㈱UTAKICHIほか７者

活魚運搬業者
住宝丸活魚運搬㈱ 、㈲中浩運輸ほか３者

愛媛県

松山市

宇和島市

愛南町

西予市

【魚類養殖業】㈱UTAKICHIほか

【活魚運搬業】住宝丸活魚運搬㈱、㈲中浩運輸ほか

核となる区域：西予市、宇和島市、愛南町

計画推進の核となる企業の県内主要拠点
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C. 地場産業成長プラン一覧

26

地域未来戦略に関する関係副大臣等会議（第7回） 
９月発表分

自治体名 支援する分野

北海道芽室町 食・観光（基幹産業である農業（食）と日高山脈襟裳十勝国立公園を含む雄大な自然と美しい景観及びス
キー場）

鳥取県智頭町 農林業分野（木質バイオマス熱利用型園芸）

オンライン出席

C計画リスト 2自治体 2件
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